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（仮称）仙台市自殺対策計画の策定について
　平成28年4月に改正自殺対策基本法が施行され、すべての自治体に自殺対策計画の策定が義務付けるなど、更なる自殺対策の取組みが求められることとなった。また、平成29年7月末には国の自殺総合対策大綱が改定された。
国の大綱を踏まえつつ、これを受け平成30年夏に改定される宮城県自殺対策計画の内容との整合を図りながら、平成30年度にかけて本市の自殺対策計画の策定作業を進めることとしている。
１　検討体制
外部有識者等で構成する仙台市自殺対策連絡協議会において検討を進める。

２　検討の方向性
本市の自死等の現状分析を踏まえ、４つの重点対象（被災者、若年者、勤労者、未遂者等ハイリスク者）への対策を中心としつつ国の大綱に示された「当面の重点施策」を取り入れ、（仮称）仙台市自殺対策計画を立案する。
	国大綱の当面の重点施策
	本市の重点対象との関係

	全ての対象に共通する取組みを掲げている重点施策
	(1)地域レベルの実践的な取組への支援を強化する
	本市の自殺対策関連施策全般の基盤となる取組み

	
	(2)国民一人ひとりの気づきと見守りを促す
	

	
	(3)自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する
	

	
	(4)自殺対策に係る人材の確保，養成及び資質の向上を図る
	

	
	(6)適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする
	

	
	(7)社会全体の自殺リスクを低下させる
	

	
	(9)遺された人への支援を充実する
	

	
	(10)民間団体との連携を強化する
	

	
	(5)心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する（大規模災害時における被災者の心のケアを含む）
	

	個別の対象を明示している重点施策
	
	重点対象の「被災者」向けの取組み

	
	(8) 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ
	重点対象の「未遂者等ハイリスク者」向けの取組み

	
	(11)子ども・若者の自殺対策を更に推進する
	重点対象の「若年者」向けの取組み

	
	(12) 勤務問題による自殺対策を更に推進する
	重点対象の「勤労者」向けの取組み


３　検討スケジュール（予定）
　　　H29.10　連絡協議会①
　　　H30. 1　 連絡協議会②　「計画の構成案について、被災者支援について」

　　　H30. 5　 連絡協議会③　「勤労者対策について、未遂者等ハイリスク者対策について」

　　　H30. 8　 連絡協議会④　「若年者対策について」

　　　H30.10　 連絡協議会⑤　「自殺対策計画　中間案について」

　　　H30.12　パブリック・コメント実施
　　　H31. 2　 連絡協議会⑥　「自殺対策計画　最終案について」
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